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日本インターネット・ガバナンス協議会（仮称）たたき台 
2024年1月22日 

1. 基本の考え方 
1) 2023年の京都会議のレガシーとして、恒久的かつ持続的な国内のIGF組織を構築する。 

2) 誰もが自由に参加及び発言でき、活動は公開するというIGFの基本方針を維持する。 

3) これまで活動してきた「日本IGFタスクフォース」、「IGCJ」、「Japan IGF」、「IGF 2023
に向けた国内IGF活動活発化チーム」、「IGF-Japan」の特徴を生かしつつ、それらを統合す
る形で一つの組織を構築する。 

4) これまでの任意団体ゆえの制約を取り除き、独自の名で会議を開催し、寄付や後援を受けら
れる等のため、一般社団法人として法人化を目指す。このため法人組織維持のための最低限
の仕組みを構築する。 

5) 法人となっても、できる限りボランティア精神で運営し、最小限の費用で活動することを心
がける。但し、個人や企業からの寄付は歓迎し、これらは公益的な活動費として使用するこ
ととする。 

6) 協議会の活動の対象は、狭義のIGF活動に限らず、広くインターネット・ガバナンス（IG）
に関するものを含めることとする。 

7) IGFに対して日本のNRIとして登録し、国内外の関係者、関係機関と連携して活動する。 

8) 活動は、全員参加の「本会議」と案件やイベント、企画に応じた委員会や部会、それらの事
務的支援を行う事務局から成るものとする。 

2. 国連IGF事務局へのNRI登録 
国連のIGF活動では、世界レベルの年次総会に加え、国・地域毎のIGF活動（NRI）が活発に行わ
れている。日本のNRIについては、UAsia Pac ific Regional Group | Internet Governance Forum (intgovforum.org)U 参照。 

現在、日本のNRIのリエゾンとして、上村大東文化大学教授が暫定的に登録されたままとなって
いる。日本のIGF活動にあたり、対外的にNRIの登録情報を整理することが求められる。現在、対
外的には、Japan IGFのウェブサイトがあり、に、2016年にNRI登録時の申請書が提示されている。
しかし、2023年初期から、活発化チームで議論した結果JPNICの山崎氏、CFIECの河内氏、加藤
の3人が日本のNRIにおいて中心的な役割を果たしていくことについてIGF事務局に連絡を行い、
事実上対外的なNRIリエゾンとして活動してきたところである。これらの整合性をとり、かつ実
稼働している体制を公開するため、今回の日本でのIGF活動を担うグループの再編に伴い、旧来の
Japan IGF Coordination Groupに関する過去の登録情報を更新し、新たにNRIのリエゾンやCoordi
nation Groupを登録する手続きを取ることが適当である。 

https://www.intgovforum.org/en/content/asia-pacific-regional-group
https://japanigf.jp/
https://japanigf.jp/
https://japanigf.jp/
Hiro Hotta
種々の組織に回る文書であることを考えると、客観的に納得しやすい順序がよいと思います。たとえば、設立順に「IGF-Japan」、「IGCJ」、「Japan IGF」、「IGF 2023に向けた国内IGF活動活発化チーム」、「日本IGFタスクフォース」など。

Hiro Hotta
団体からの寄付も歓迎することから、「企業」でなく「法人」としてはどうでしょう？

山崎信
【総務省西潟暢央様よりMicrosoft Wordで頂いた修正およびコメント】後段に詳しい記述がありますのでこの「（月例？）」は不要だと思います。

山崎信
【総務省西潟暢央様より頂いたコメント】改行が不自然なので当該改行を削除しています

山崎信
【総務省西潟暢央様より頂いた修正】

山崎信
【総務省西潟暢央様より頂いたコメント】上村先生の役職は日本のNRIの「リエゾン」なのでしょうか？「コーディネーター」ではなかったでしたか？（ご確認お願いします）

山崎信
【山崎コメント】「コーディネーター」です。

山崎信
【総務省西潟暢央様より頂いた修正】

山崎信
【総務省西潟暢央様より頂いた修正】改行を削除しています。

山崎信
【総務省西潟暢央様より頂いた修正】

山崎信
【総務省西潟暢央様より頂いたコメント】フルネームで「（敬称略）」を付けた形の方が表記としてエレガントだと思います。

山崎信
【総務省西潟暢央様より頂いた修正】

Hiro Hotta
この記載は活発化チーム会合での合意は「連絡先として機能していただく」ということだったので、元の記述としておくのがいいと思います。

山崎信
【総務省西潟暢央様より頂いた修正】

山崎信
【総務省西潟暢央様より頂いた修正】



2 / 5 
 

3. 組織構成（案） 
 IGFの行動原則（IGF Code of Conduct）に鑑み、我が国におけるIGF活動についても各人が自由
に参加できることとし、その活動が公開されることが原則である。協議会においては、それを維
持するため、全員が（原則無料で）自由に参加できる「本会議」とその下で組織される「事務局」
「委員会」「部会」を設けることとする。これらは、原則マルチステークホルダーであることを
目指す。 

一方、法人格を獲得・維持するためには、出資を前提とした「社員」と「社員総会」を持つ必
要がある。法的には社員総会が最終的な意思決定権者となるが、上記の「本会議」にできるだけ
広い権限を持たせるため、「社員総会」の権限は法的に許される限り最小限とする。 

広い権限を持つ「本会議」の組織や活動がバランスを失する等、法人としての活動が不適切と
ならないよう監督するとして「評議員会」を設置する。「評議員会」は、マルチステークホルダ
ーのプロセスを保持するために、政府関係者、市民社会、技術者グループ、民間企業、学者の5つ
のグループから構成するものとする。 

4. 「本会議」 
1) 「本会議」＝＞ 「IGF 2023に向けた国内IGF活動活発化チーム」の活動を継続し、

日本でのIGF報告会やIGF会議の推進等、「協議会」の活動の中心を担う。1か月に1度程
度の定期的会合を通じて「協議会」の活動について議論し、決定し、実施する。必要に応
じて、「本会議」の代表、副代表を指名する。原則として両者はそれぞれNRIのChair、Vi
ce Chairを務めるものとする。 

2) 以下の（2）「事務局」、（3）「委員会」、（4）「部会」等の活動、機能は全て「本会
議」の下に組織され、運営される。 

3) 「事務局」＝＞ 「協議会」活動を運営するため事務局機能を設ける。これまで実質
的に事務局機能を引き受けていただいたJPNIC、JAIPAに加え、CFIECからも事務局への
参加を検討する。事務局の体制については、できるだけボランティアを主体として、最小
限の予算で運用することを目指すが、今後「協議会」の発展に応じ、資金の確保を拡充し、
予算を確保することにより、将来は事務局員の雇用（外部への業務委託も含む）を目指す。
法人化によって、下記７の活動に対する賛助金、協賛金が得られる場合には事務局がこれ
を処理することになる。  

4) 「委員会」＝＞ 日本でのIGF関連企画のプログラム委員会等、適時一時的またはよ
り恒久的な委員会を設置する。下記（4）の部会と異なり、イベント毎に構成されるグルー
プとする。 

5) 「部会」＝＞ 本会議の下に、今後国際的な舞台でIGが議論されるGDCやWSIS+20、ある
いはNETmundialの今後の動向などをフォローし、適時会議に参加・意見表明等を行う一

https://www.intgovforum.org/en/about#igf-code-of-conduct
山崎信
【総務省西潟暢央様より頂いた修正】

山崎信
【山崎コメント】これも「コーディネーター」とすべきと思います。

山崎信
【総務省西潟様コメント】コーディネーショングループの具体の体制についてはいつ、どのように決定されるのでしょうか。この項が適切なのかは議論があり得ますが、具体的な記述が必要ではないかと思います（特に総務省からのメンバーについて、いつ誰を充てれば良いのか、個人的にも何ら情報がありません）

山崎信
【総務省西潟様修正・コメント】改行を削除しています。最終的にどのような形で公開されるかにもよりますが、ハイパーリンクの埋め込みだと都合が悪いでしょうか？（他にも似たような箇所がございますが、個人的にはいずれも「埋め込み」を提案します）

山崎信
【山崎コメント】ハイパーリンク埋め込みとしてみました。

山崎信
【総務省西潟様修正】

山崎信
【総務省西潟様修正】

山崎信
【総務省西潟様修正】

山崎信
【総務省西潟様修正】

山崎信
【総務省西潟様修正】

山崎信
【総務省西潟様修正・コメント】評議員会は「機関」だと思うのですがいかがでしょうか？

山崎信
【総務省西潟様コメント】Civil Societyはこう訳すのが日本でも通例として多いのでしょうか？（役所ではあまり見ない日本語なので確認させてください。役所の文書だと「市民団体」だと思いますがいかがでしょうか）

山崎信
【総務省西潟様コメント】カタカナで言うところの「アカデミア」と「テック」（または「テックコミュニティ」）の語の用法や両者の間の差分をどう正確に定義できるのか、この点に私自身苦労しています。現案でも学者と技術者の包含関係が必ずしも一意に定まらないので何かこのコミュニティで使われる用語を援用できればとも思うのですが妙案ございませんでしょうか？（例えば、何も知らない人から見たら村井先生や江﨑先生はどっちに属するのですか？という話です）

山崎信
【総務省西潟様コメント】「学者」よりは「研究者」あるいは「学術者」「アカデミア」が適切だと思います。

山崎信
【総務省西潟様修正】

山崎信
【総務省西潟様修正】

山崎信
【総務省西潟様修正】

山崎信
【総務省西潟様修正】
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方、継続的にIGの個別のイッシューについても勉強会や研究会を行い、情報共有・意見形
成等を行うための部会を設置することができるものとする。 

  

Hiro Hotta
賛助金・協賛金のお金の管理や会計税務処理は本会議としてでなく法人として実施することになると思います。法人自体の運営にも社員管理とか会費管理・会計税務といった事務局機能があると思うので、現時点では賛助金・協賛金の処理の主体を本会議事務局に限定せず「法人化によって、下記７の活動に対する賛助金、協賛金が得られる場合には、本会議事務局と法人が協力して処理することになる。」としてはどうでしょう？

Hiro Hotta
委員会の一つとして「本会議の活動を立案/遂行する運営委員会、」を常設するのがいいと思います。毎回の委員会の参加者はオープンエンドでもいいのですが、中核メンバー（Coordination Group）はここで定義しておくのがいいと思います。

山崎信
【総務省西潟様コメント】イシュー？ イッシュー？（本書の後段でコメントしています）
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5. 「評議員会」 
 「評議員会」＝＞「協議会」の活動を適正に運用するため、協議会にマルチステークホルダーのI
G関係者による「評議員会」を設ける。議長、副議長を設け、年に数回の会合を開催し、「協議
会」の運営について、方向性や基本的方針を確認するとともに「協議会」の活動についてのコン
プライアンスの監督を行う。「本会議」関係者や「社員」からの異議申立て等に応じ、「本会
議」の活動に対する助言や監督を行う。 

「評議員会」は、「協議会」の活動を対外的に紹介し、基金の拠出を促す等、活動を支援する。 

6. 「社員」と「社員総会」 
一般社団法人設立のための発起人(とその後の出資者)を「社員」とする。社員の出資額は（一口）
100万円以上とする。「社員」は、年に一度の通常総会と「社員」の要請に基づく特別総会（合わ
せて「社員総会」）を開催する。「社員総会」は、「協議会」の法人格を維持するために必要な
最低限のことのみ議決するものとする。一般社団法人であるため、社員は株主等と同様の権利を
持つものではなく、社員による出資は実質的に寄付と同じものとして扱われるものとする。 

一般社団法人は、理事会設置一般社団法人とし、理事や監事は、それぞれ「本会議」や「評議
員会」の意向に沿って行動することを委任契約で規定する方向で検討する。また法定の社員総会
決議事項に関して、「本会議」の意向を反映して議決権を行使する旨の条項等を入れた社員間契
約を締結する方向で検討する。 

7. 活動内容（案） 
1) 「本会議」の会合＝＞ 1か月に1度程度の会議を持ち、「協議会」の活動を提案・議

論し、実行する。また、IGに関する各種の情報交換・共有の場とする。「協議会」趣旨に
賛同するもので、メーリングリストに登録した者は、誰でも会議の通知を受け、自由に参
加・発言できるものとする。 

2) 定期的研究会＝＞ 2〜3ヶ月に1度程度、IGに関する専門家からの発表と質疑応答、また
は複数のパネリストによる討論会、等の形態による研究会を開催する。これらの研究会の
企画・運営は「部会」活動を通じて行われることが期待される。 

3) 日本IGF会議＝＞ これまで活発化チームが行ってきたように、少なくとも1年に一度ず
つ日本IGF会議とIGF報告会を開催する。 

4) 「部会」活動＝＞ イッシュー毎のグループである部会を通じて、例えばIGFでのダイナ
ミックコアリション活動等に参加し、意見表明等の活動を行う。 

5) NRIとして、世界会議や他のNRIとの意見交換、日本からの意見発信を試みる。 

前村昌紀
組織構成として、評議員会が本会議と法人（社員＋社員総会）に加えて設けられてチェックアンドバランスを担うというのは一理ある構成だと思いますが、この三者の権利・義務の関係がきれいに描けることが必須です。別のところへのコメントになりますが、評議員会が法人運営のチェック＆バランスを担うのは、財団法人がその構成であり、基本財産の拠出（財団の下限は300万円）も含め、財団のほうが考えやすくなるかも -- 既存にないで組織立ての構成定義を新たに行うことが難儀、とか -- ないでしょうか。

山崎信
【総務省西潟様修正】

Hiro Hotta
評議員会は「法人に対する助言や監督を行う」という機能も持ちますか？（たとえば、社員総会が本会議運営に口出し過ぎ、とか）

山崎信
【総務省西潟様コメント】この「基金の拠出を促す」とは具体的にどのようなアクションを指しておられますか？社員からの追加の出資を求めるのか、より有益な活動について出資の「取り崩し」を促すのか、いずれにしても一意に含意を読み取れませんでしたので明確化をお願いします。

山崎信
【総務省西潟様修正】

山崎信
【総務省西潟様修正】

山崎信
【総務省西潟様修正】

山崎信
【総務省西潟様修正】

山崎信
【総務省西潟様修正】

山崎信
【総務省西潟様修正】

山崎信
【総務省西潟様コメント】「日本IGF会議」はこれまでのような「プリイベント」をイメージするのでしょうか？それともそれ以外の議題も含むことを想定されておられるのでしょうか？（個人的には後者だと理解する一方、矢印以降のテキストからはそうではないとも読み取れるところ、ご確認と明確化をお願いしたく存じます）

山崎信
【総務省西潟様コメント】拘りませんが、いわゆる「issue」の表記について、このコミュニティは「イ『ッ』シュー」とするのが通例なのでしょうか？確認をお願いできればと存じます。

山崎信
【総務省西潟様コメント】拘りませんが、いわゆる「issue」の表記について、このコミュニティは「イ『ッ』シュー」とするのが通例なのでしょうか？確認をお願いできればと存じます。



5 / 5 
 

8. 今後の取組等（案） 
1)  JPNIC、JAIPA、WIDE、インターネット協会、CFIECの基本的な賛同を得た上で、活発

化チーム、タスクフォース、IGCJ、IGF-Japanでの承認手続きを取る。 

2) 並行して、法人化のための定款等の案を作成する。法人化のための発起人（個人でも法人
でも可能）を募る。上記（1）の承認を経て、法人登記を申請する。 

3) 2023年度末（2024年3月末）を法人設立のターゲットとする。 

4) 法人化立ち上げのための作業協力のボランティアを募る。 

以上 

山崎信
【総務省西潟様修正】

山崎信
【総務省西潟様コメント】この二つ（IGCJ、IGF-Japan）については、現在会合を開催し、本件を議題として議論できる状況にあるのでしょうか？特に後者（IGF-Japan）は、具体的にどの会議体を指していますか？（コーディネーショングループですか？） ご確認をお願いします。

山崎信
全体的にこういう方向で行くことを承認いただきたい

山崎信
【総務省西潟様コメント】活発化チームとタスクフォースについては、このドキュメントに対する「承認」を得ることは不可能なのでしょうか？（私は可能だと思っています）あるいは、「ラフコンセンサス」を取って詳細は活発化チームの議長である加藤さんの一任を取るというイメージでおられるのでしょうか？（それはそれであり得る選択肢だと思います）

山崎信
準備委員会を設立するWebサイト作成についても準備委員会で検討する

山崎信
【総務省西潟様コメント】「準備委員会の設立」については、今後の取組の中の独立したアイテムとして記述した上で簡単な説明を加えていただければより有益ではないかと思います。

山崎信
発起人会を作る、発起人にぜひなっていただきたい

山崎信
【総務省西潟様コメント】法人の「設立」と「立ち上げ」の差分は何でしょうか。使い分けるのであれば差分を明らかにしていただく必要があると思いました。

山崎信
【総務省西潟様コメント】ボランティアとしての具体的な作業アイテムの例示があるとより現実的にイメージできて、手を挙げやすくなるのではないかと思います。
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